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アジアにおける納本制度の動向
―シンガポール、マレーシア、　　
　　　　 ベトナム、台湾の事例―
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はじめに
　納本制度は、指定機関に出版物の納入を義務付け、
文化資産として保存する制度である。日本も含め、多
くの国で、法律が定める納本制度下で資料を収集して
きた（1）。
　アジアにおいても、多くの国や地域が納本制度を設
けて資料を収集している。近年では、ウェブ情報や電
子書籍などのネットワーク系電子出版物（2）が増加し、
その対応が課題となっているが、中国（CA1786 参照）
や韓国（3）ではそれらを収集対象とするための取り組み
が始まっている。アジアのその他の国や地域において
も、ネットワーク系電子出版物への対応のほか、納本
率向上のための取り組みなどの動向が注目される。
　本稿では、シンガポール、マレーシア、ベトナム、
台湾の納本制度について、それぞれ（1）概要、（2）納
本状況と納本率向上のための取り組み、（3）ネットワー
ク系電子出版物への対応を紹介する。
　なお、本稿に掲載する情報の一部は、筆者が 2013
年 11 月にシンガポール国立図書館、マレーシア国立
図書館、ベトナム国立図書館、台湾の国家図書館を訪
問した際に実施したインタビューによる。

1．シンガポール
（1）概要
　シンガポールの納本制度は、英国海峡植民地期の
1835 年に制定された印刷出版者条例の中で、図書の
保護を規定したことに始まる（4）。その後、1970 年に
印刷出版者条例に代わって印刷出版者法が制定され、
引き続き図書の保護を規定した。さらに、1995 年に
国立図書館委員会（5）（National Library Board、以下
NLB とする）の設立にあたって国立図書館委員会法（6）

が制定され、その中で現行の制度を定めている。

・法定納本に係る規定
　国立図書館委員会法第 10 条は以下のように定める

（一部抜粋）。
第 1 項  シンガポールで出版されたあらゆる図書館
資料について、出版者は、出版日から 4 週間以内に、
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自己負担にて、1 出版物につき 2 部を委員会（7）に納
本しなければならない。
第 3 項 本条項に違反する出版者には、5,000 シン
ガポールドル以下の罰金を科す。

・収集の範囲
　同法第 10 条に述べる「図書館資料」は、同法第 2
条で以下のように定義される。
（a） 図書、逐次刊行物、新聞、パンフレット、楽譜、
地図、海図、設計図、図画、写真、複製画及びその
他の印刷物

（b） フィルム類（マイクロフィルム及びマイクロ
フィッシュを含む）、ネガ、テープ、ディスク、サ
ウンドトラック及びその他の視覚イメージ、音声、
データ類を収録し、（装置類を使用して、あるいは
単独で）再生することができるデバイス類。

・オンラインシステムを活用した納本
　納本資料は、出版者が直接 NLB に納本する。納本
の際に、出版者は、NLB が提供するオンラインシス
テム（8）を使用することを奨励されている。オンライン
システムでは、ISBN、ISSN、ISMN（9）の申請、納本
資料の書誌情報登録などが行える。このシステムは、
出版者にとっては、ISBN などの申請から納本資料の
登録までを効率的に行えるメリットがある。さらに、
オンラインシステムを使用する出版者は、納本の際に、
システム上に登録した書誌情報のプリントアウトを同
封することになっているので、NLB にとっても受理
した資料の処理に要する労力を省力化できるメリット
がある。

（2）納本状況と納本率向上のための取り組み
　NLB では、2013 年 11 月までに約 103 万件の出版
物を法定納本によって収集してきた（10）。NLB の担当
者によると、納本率の正確な数値は不明だが、大手出
版者の出版物はほぼ 100% 納本されている一方で、中
小出版者の出版物の多くは納本されていないという。
前述のとおり、国立図書館委員会法では、納本を定
める条項に従わなかった場合の罰則を定めている（第
10 条第 3 項）が、現在までに罰則が適用されたこと
はなく、現時点では適用の検討は行われていないとい
う。
　納本率向上のため、NLB は、出版者にポストカー
ドを送付して納本を呼びかけるほか、オンラインシス
テムの機能改善により、納本の手続きをより簡易にす
ることを目指しているという。また、納本のインセン
ティブを高めるため、DNet©（11）という制度も導入し
ている。DNet© は、積極的に納本を行い、NLB の活＊関西館アジア情報課
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引き続き大英博物館を法定納本機関とした。英国から
独立後の 1966 年には図書保存法が制定され、初めて
国立図書館に出版物を 2 部ずつ納本することが規定さ
れた（17）。図書保存法は 1986 年に廃止され、代わって
現行の納本制度を定める図書館資料納本法（18）が制定
された。

・法定納本に係る規定
　図書館資料納本法で以下のように定める（関連条文
抜粋）。

第 3 条
第 1 項  本法の目的を果たすため、国家の資料保管
機関としてマレーシア国立図書館を設立する。
第 4 条 
第 1 項  マレーシアの全ての印刷図書館資料の出版
者は、資料の刊行から 1 か月以内に、自己負担にて、
付則 1 が定める部数を館長（19）に納本する。
第 3 項  本条項が納本することを求める図書館資料
を納本しない出版者には、3,000 リンギット以下の
罰金を科す。

・収集の範囲
　同法第 4 条に述べる「図書館資料」は、同法第 2 条
において、「図書、逐次刊行物、地図、図画、ポスター
などの印刷物」及び「映画フィルム、マイクロ資料、
音声記録、ビデオ、オーディオ記録、その他の電子メ
ディアなどの非印刷物」と定義される。
　納本部数は、付則 1 において、印刷物は 5 部、非印
刷物は 2 部と定める。なお、印刷物についてはマレー
シア国立図書館（National Library of Malaysia、以下
NLM とする）に 5 部が納本されるが、そのうち 2 部
はマレーシア科学大学とサバ州立大学に 1 部ずつ供用
される。NLM に残る 3 部については、2 部が閲覧に
供され、1 部が国家コレクションとして永久保存書庫
に収められる（20）。

（2）納本状況と納本率向上のための取り組み
　納本資料は、出版者から直接 NLM 宛に送付される。
2012 年には、図書 16,669 冊、逐次刊行物 410 タイト
ルなどが納本により収集された（21）。
　NLM の担当者によると、マレーシア国内の主要出
版者や政府系企業（GLC）も含む政府関係機関の出版
物は、ほぼ 100％が納本されているが、地方の出版者
や中小出版者の出版物の多くが納本されていないこと
が推測されるという。特に、首都クアラルンプールを
含むマレー半島から地理的に分断されているボルネオ
島北部地域のサラワク州、サバ州で刊行された資料に
ついては、収集が極めて不十分であるという。

動に貢献した出版者がメンバーになれるネットワーク
である。メンバーに選出された際には、特別セッショ
ンや図書館イベントで表彰される。2014 年 3 月現在、
60 の出版者が DNet© のメンバーになっている。
　さらに、納本制度の周知には教育が重要であること
が指摘されていることもあり（12）、NLB では、長期的
な取り組みとして、教育省と連携し、納本制度も含む
図書館学の授業を学校教育に取り入れることも検討し
ているという。教育によって納本制度の重要性を国民
に浸透させ、長期的な戦略で納本率向上を図りたいと
のことである。

（3）ネットワーク系電子出版物への対応
　現行の制度では、ネットワーク系電子出版物は納本
対象に含まれない。現在、NLB では、ネットワーク
系電子出版物も納本対象とするデジタル法定納本制度
の設立を目指し、知的財産庁や情報通信省などの関係
行政機関と調整中である。しかし、著作権の問題など、
解決するべき問題が多く、想定よりも時間を要してい
るという。
　そこで、NLB では、デジタル法定納本制度を設立
するまでの間に有用なネットワーク系電子出版物が消
失するのを防ぐため、ネットワーク系電子出版物の任
意による納本を呼びかけている（13）。ネットワーク系
電子出版物のうち、オンライン資料については、CD-
ROM などの電子メディアにデータを保存して納本す
るほか、前述のオンラインシステムにデータをアップ
ロードすることでも簡単に納本でき、同時にデータの
公開範囲やプリントアウトの可否を設定できる。
　ウェブ情報については、2006 年にウェブアーカイ
ブ事業を立ち上げて収集を開始し、成果の一部を公開
している。ウェブアーカイブ事業は、ウェブ情報の

「選択的アーカイブ」、「ドメインバルクアーカイブ」、
「テーマ別アーカイブ」の 3 種に分けて実施されてい
る（14）。収集したウェブ情報のうち、「選択的アーカイ
ブ」で収集した、特に重要性が高い約 1,000 のウェブ
サイトについては、 “Web Archive Singapore”（15）で
公開している。NLB では、デジタル法定納本制度の
設立により、 “sg”ドメインの全てのウェブ情報を収
集・公開の対象とすることを目指しているという。

2．マレーシア
（1）概要
　マレーシアの納本制度は、前述のシンガポールと同
様、海峡植民地期の制度に由来し、1886 年に制定さ
れた図書登録条例が大英博物館を法定納本機関と定め
たことに始まる（16）。英国領マラヤ連邦期の 1950 年に
は、図書登録条例に代わって図書保存条例が制定され、
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　図書館資料納本法では、図書館資料を規定通りに納
本しなかった出版者に対する罰則が定められている
が、現在までに適用したことはなく、現時点では適用
の検討は行われていないという。納本されない資料が
あるのは、NLM による制度の周知不足が原因であり、
その責任は NLM が負うべきと認識しているためだと
いう。そこで、NLM では、罰則の適用よりも、広報
の強化によって納本制度を周知し、納本率を高めたい
としている。
　このほか、納本率の向上に関連する取り組みに 

“Writers＇ Fund”がある。これは、国内で刊行され
た図書のうち、特に有用なタイトルを選定し、政府が
出資してまとまった部数を購入し、公共図書館に配布
する制度である。この制度により、政府は、2007 年
から 2013 年までに 1,760 万リンギットを出資し、1,160
タイトル 864,400 部を購入している（22）。公共図書館の
蔵書充実と国内の出版者や作家の活動意欲向上のため
に設立された制度であるが、図書館資料納本法に従っ
て正しく納本されたタイトルのみが購入資料候補とな
るため、納本のインセンティブ向上への効果も期待さ
れている。

（3）ネットワーク系電子出版物への対応
　現行制度は、ネットワーク系電子出版物を法定納本
の対象としておらず、制度改定の目途も立っていない。
しかし、NLM では、館内の情報専門部門（Information 
Specialist Division）に調査チームを編成し、ネット
ワーク系電子出版物収集のための予備調査を進めてい
る。特に、ウェブアーカイブ事業については前向きに
検討している。そのため、調査チームは、インターネッ
ト上の情報源や無料のコンテンツについての調査と評
価を行い、シンガポールなど海外の先行事例について
も研究しているという。今後、十分な予算と人員が整
えば、システムの構築に着手したいとしている。

3．ベトナム
（1）概要
　ベトナムの納本制度は、フランス領インドシナ連
邦期の 1922 年に制定された納本法に始まる（23）。納
本法により、現在のベトナム国立図書館（National 
Library of Vietnam、以下 NLV とする）の前身であ
るインドシナ中央公共図書館に法定納本部が設置さ
れ、インドシナで出版された図書、新聞、雑誌、地図
を収集することが規定された。その後、1946 年に制
定された文物納本条例では、全ての出版物を国立図書
館に納本することを定めた（24）。
　現行の納本制度は、1992 年に制定された出版法（25）

の中で図書などの納本規定を定めるほか、博士論文に

ついては NLV が定める「ベトナム国立図書館博士論
文提出規定」に、新聞及び雑誌については報道法にそ
れぞれ規定がある。

・法定納本に係る出版法の規定
　出版法では、出版前に情報通信省などの行政機関
に、出版後に国立図書館に出版物を納本することを
定めている。納本制度に関する出版法の条文は以下
の通りである。
第 28 条 法定納本とベトナム国立図書館への納本

（一部抜粋）
第 1 項 全ての出版物は発行日の 10 日前までに国
家の出版管理機関に納本されなければならない。法
定納本については以下の規定に従うこと。
a） 情報通信省により出版免許（26）を付与された出版
者、機関及び組織は、1 出版物につき 3 部を情報通
信省に納本しなければならない。出版部数が 300 部
以下の場合は、2 部を納本する。
b） 各省の人民委員会に出版免許を付与された機関
及び組織は、1 出版物につき 2 部を省の人民委員会
に納本し、1 部を情報通信省に納本しなければなら
ない。出版部数が 300 部以下の場合は、1 部を省の
人民委員会に納本し、1 部を情報通信省に納本する。
第 2 項 出版免許を取得した出版者、機関及び組織
は、発行日から 45 日以内に、1 出版物につき 3 部
をベトナム国立図書館に納本しなければならない。
出版部数が 300 部以下の場合は、2 部を納本する。
　なお、出版法第 5 条第 2 項に、国家は出版物の検
閲をしないことを定めており、同法第 28 条第 1 項
に定める出版前の納本は、検閲のためではなく、版
権登録のために実施されている。

・罰則　
　第 14 条第 5 項において、12 か月連続で納本を行わ
なかった出版者の出版免許を取り消すことを定める。

・収集の範囲　
　出版法第 28 条で述べる「出版物」は、同法の第 4
条第 4 項で以下のように定義される。

出版物は、出版免許を持つ出版者、代理店、組織に
よって、様々な言語、画像、音声を用いて出版され
る、政治、経済、文化、社会、教育及び訓練、科学、
技術、文学、芸術に関する作品や記録であり、次の
形式で表現される。
a） 印刷図書
b） 点字本
c） 図画、写真、地図、ポスター、チラシ、リーフレッ
ト
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べき要件について第 45 条で「法律で定められたベト
ナムのインターネットドメインを持ち、インターネッ
ト上での出版事業ができる」ことを定める。以上のこ
とから、同法第 5 章に述べる電子出版物は、オンライ
ン資料であると考えられる。

・電子出版物の法定納本に係る規定
　第 48 条第 1 項で以下のように定める。

第 48 条 電子出版物の法定納本及び国立図書館へ
の納本
第 1 項 出版者及び非売品資料の出版免許を付与さ
れた組織は、本法第 28 条に従い、電子出版物を国
家の出版管理機関及びベトナム国立図書館に納本し
なければならない。

・電子出版物の納本状況
　このように、電子出版物の納本が新たに規定された
ものの、NLV の担当者によると、それらを受け入れ
るためのシステムの整備が追いついていないため、ま
だ満足に収集できていないという。また、ウェブアー
カイブシステムについても、将来的には構築したいと
考えているが、まだ着手できておらず、今後の課題と
なっている。NLV では、紙媒体資料の納本率向上を
優先事項としており、ネットワーク系電子出版物の本
格的な収集開始には時間がかかる見込みであるとい
う。

4．台湾
（1）概要
　台湾の納本制度は、1930 年に制定された出版法（32）

中の規定に始まる。出版法では、第 6 条、第 13 条、
第 15 条に中央党部宣伝部及び内政部に所定の部数を
送付することが定められた。1934 年に国立中央図書
館（33）が設立された後、1936 年改正の出版法（34）で初め
て図書館への納本が定められ、第 8 条により、国立中
央図書館及び立法院図書館に出版物を 1 部ずつ納本す
ることが規定された。
　現行の納本制度は、出版法廃止後の 2001 年に制定
された図書館法のほか、政府出版物については政府出
版品管理法、学位論文については学位授与法にそれぞ
れ規定がある。

・法定納本に係る規定
　図書館法（35）の第 15 条に以下のように定める。

第 1 項 国家の図書文献を完全に保存するため、国
家図書館を全国の出版物の法定納本機関とする。
第 2 項 政府機関（機構）、学校、個人、法人、団
体及び出版機構は、第 2 条第 2 項に定める出版物を

d） カレンダー
e） 図書に代替する、または図書を説明するコンテ
ンツを収録する録音物及び録画物

・出版法以外の関連規則によって収集される資料
（i）博士論文
　NLV の法定納本部では、博士論文の収集も行って
いる。収集対象には、ベトナム国内の大学に提出され
た論文だけでなく、ベトナム国籍保持者が国外の大学
に提出した論文も含む（27）。博士論文は、NLV が定め
る「ベトナム国立図書館博士論文提出規定」（28）に従い、
執筆者が正本 1 部に、所定の形式でデータを保存した
CD-ROM を添えて NLV に納本する。

（ii）雑誌・新聞
　新聞や雑誌の出版や発行については、報道法（29）が
別途定めており、同法の実施細則「報道法の実施細則
及び条文の改正と補遺」（30）の第 16 条が、情報通信省
及び NLV への納本を規定している。

（2）納本状況と納本率向上のための取り組み
　NLV では、2013 年には 15,736 タイトル 70,849 冊
の納本資料を受理し、これまでに納本によって収集し
た資料の総数は 158 万件にのぼる（31）。
　NLV では、出版法第 28 条により情報通信省に納本
された出版物について、同省出版局が作成したリスト
を参照し、情報通信省には納本されたものの、NLV
には納本されていない資料を特定している。NLV の
担当者によると、小規模出版者を中心に規定通りに納
本を行わない出版者が多く存在するという。NLV で
は、それらの出版者に対し、文書や電話により納本を
督促している。それでも納本しない出版者も存在する
が、これまでに出版法が定める罰則を適用したことが
なく、現時点では適用の検討は行われていないとい
う。NLV では、広報の強化や納本手続きの簡略化に
よって納本率を向上させたいとしている。

（3）ネットワーク系電子出版物への対応
　2012 年の出版法改正により、「第 5 章 電子出版物
の出版と発行（第 45 ～ 52 条）」が追加され、「電子出
版物」について新たに規定している。

・電子出版物の定義
　「電子出版物」は、同法第 4 条第 9 項で「デジタル
方式で配列し、電子メディアを介して閲覧、視聴され
る」ものと定義され、「電子メディア」は、第 4 条第
10 項で「電気、電子、デジタル、磁気、光学、ワイ
ヤレスなどの方式による伝達技術で運用される媒体」
と定義される。さらに、電子出版物の出版者が満たす
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発行した際には、国家図書館及び立法院国会図書館
にそれぞれ 1 部ずつ納本しなければならない。ただ
し、政府出版物については関係法令の規定による。

・罰則
　同法第 18 条に、国家図書館の督促に従わず、出版
物を納本しない出版者には、出版物の定価の 10 倍相
当の罰金を科すことを定める。

・収集の範囲
　同法 15 条の対象となる出版物は、同法第 2 条第 2
項で「図書、雑誌、新聞、視聴覚資料、電子メディア
などの出版物及びネットワーク資料」と定める。

・図書館法以外の関連法令によって収集される資料
（i） 政府出版物
　図書館法が定める納本とは別途、1998 年に制定さ
れた政府出版品管理法（36）の第 7 条に、「各機関が発行
した出版物は、行政院研究発展考核委員会及び国家図
書館にそれぞれ 2 部ずつ、行政院秘書処及び立法院国
会図書館にそれぞれ 1 部ずつ送付すること」を定める。

（ii） 学位論文
　学位論文については、図書館法が定める法定納本資

料の対象外であるが、学位授与法（37）の第 8 条に、「修
士論文及び博士論文は、文書、ビデオテープ、カセッ
トテープ、光ディスク及びその他の方式にて、国立中
央図書館（38）で保存する」と定める。

（2）納本状況と納本率向上のための取り組み
　納本資料については、四半期ごとに国家図書館ウェ
ブサイト内の「納本成果」（39）で数量を公開するほか、
図書についてはタイトルリストも公開している。例え
ば、2013 年の第 4 四半期（2013.10 ～ 2013.12）には、1,634
の出版者から 13,107 冊の図書を受理している。
　国家図書館の担当者によると、図書は一部の専門書
など高額なタイトルには納本されないものが多いが、
全体として 95％以上のタイトルが納本されていると
いう。また、雑誌については、学術機関の学報などの
一部に納本されていないタイトルがあるが、民間の刊
行する雑誌はほぼ 100％が納本されているほか、新聞
は納本率 100％である。一方、CD や DVD などの視
聴覚資料の納本率は極めて低く、国家図書館では、出
版者に対する広報の強化を急ぎたいとしている。
　出版物を納本しない出版者に対し、国家図書館は文
書や電話によって納本を督促している。以前は、出版
者を直接訪問して納本を求めることもあったが、近年

表 1　4 か国の納本制度概要

国・地域 根拠法令 法定納本機関 法定納本の対象 違反時の
罰則

納本率向上のための
取り組み

シンガポール 国立図書館委員会法；
第 10 条

シンガポール
国立図書館委
員会

全ての印刷出版物及び
CD や DVD などのパッ
ケージ系電子出版物

5,000シンガ
ポールドル
以下の罰金

出版者へのポストカー
ド送付、オンライン納
本システムの機能改
良、DNet© による優良
出版者の表彰

マレーシア 図書館資料納本法 マレーシア国
立図書館

全ての印刷出版物及び
視聴覚資料、映画フィ
ルム、電子媒体などの
非印刷出版物

3 , 0 0 0 リ ン
ギット以下
の罰金

広報強化や“Writersʼ 
Fund”によるインセ
ンティブの向上

ベトナム

出 版 法： 第 28 条、 第
48 条
ベトナム国立図書館博
士論文提出規定
報道法の実施細則及び
条文の改正と補遺 : 第
16 条

ベトナム国立
図書館、情報
通信省など

合法的に出版された全
ての印刷出版物及びオ
ンライン資料

出版免許の
取り消し

出版者への文書送付や
電話による納本督促

台湾
図書館法：第 15 条
政府出版品管理法：第
7 条
学位授与法：第 8 条

国 家 図 書 館、
立法院国会図
書館

図書、雑誌、新聞、電
子メディアなどの出版
物及びオンライン資料

出版物の小
売価格の10
倍に相当す
る金額の罰
金

出版者への文書送付や
電話による納本督促

（参考）日本 国立国会図書館法：第
24 条、第 25 条

国立国会図書
館

図書や逐次刊行物など
の印刷出版物、視聴覚
資料や映画フィルムな
どの非印刷出版物及び
公共機関のウェブサイ
ト、無償のオンライン
資料

出版物の小
売 価 額 の 5
倍に相当す
る金額以下
の罰金

シンボルマーク、標語、
パンフレット作成など
の広報や出版者への納
本督促など
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る点は注目に値する。欧米などに比して、注目されて
こなかったアジアの納本制度であるが、その変化は著
しい。今後も動向を注視する必要があろう。
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は省力化のため行っていないという。国家図書館では、
納本率を 100％に近づけるため、これまで適用したこ
とがない納本規定違反に対する罰則を適用し、同時に、
現行の無償での納本を有償にする、「アメとムチ」の
対策も検討したいとしている。

（3）ネットワーク系電子出版物への対応
　台湾では、前述の図書館法第 2 条第 2 項による
と、「ネットワーク資料」も法定納本の範囲に含まれ
る。ここで述べる「ネットワーク資料」は、後述の
通り、ウェブ情報を含まず、主にオンライン資料の
ことを指す。オンライン資料については、2011 年 8
月、出版物の収集から閲覧提供までを行えるプラット
フォーム「電子出版物保存閲覧サービスシステム」（40）

（E-Publication Platform System、以下 EPS とする）
のサービス開始以降、収集が進んでいる。EPS は、
オンライン資料の ISBN 申請と納本を同時に行うこと
ができ、提供範囲やプリントアウト可否などの設定も
できる（CA1759 参照）。これまで、ESP で 12,000 件
以上の出版物を収集してきたが、EPS による納本は、
ISBN が付与される出版物が多くを占める。ISBN が
付与されないネットワーク系電子出版物については、
公的機関の出版物以外はほとんど収集できておらず、
今後の課題となっているという。
　一方、ウェブ情報については、国家図書館が「台湾
ウェブアーカイブシステム」（41）を構築している。同
ページ内でも述べている通り（42）、現時点では法定納
本の対象となっていないものの、すでに 5,000 以上の
ウェブサイトを収集し、許諾を得たウェブサイトにつ
いては、インターネット上で公開している。今後、ウェ
ブサイトの収集範囲を広げると同時に、法定収集も目
指したいという。

おわりに
　以上、納本制度についてアジアの 4 つの事例を取り
上げ、概要と動向を紹介した。いずれも納本率向上と
いう課題を抱えているが、罰則を適用する以外の手段
で解決を図っている。4 つの事例において、「納本制
度の周知」を納本率向上の取り組みの柱としている点
が共通するが、その他の取り組みとして、シンガポー
ルの学校教育を利用した納本制度周知の検討やマレー
シアの“Writers＇ Fund”によるインセンティブ向上
も注目に値する。
　また、進捗状況に差はあるものの、いずれの事例に
おいても、ネットワーク系電子出版物への対応を進め
ている。特に、シンガポールと台湾では、オンライン
でネットワーク系電子出版物を納本できるシステムを
構築し、出版者と図書館の双方の労力を省力化してい
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